
平成 22 年中の東京消防庁管内の災害動向等 

《火災》 

１ 火災件数は 5,088件で、前年に比べ 513件(9.2%)減少 

２ 火災による死者は 105人で、前年に比べ 24人(18.6%)減少 

３ 焼損床面積は 25,722㎡で、前年に比べ 4,957㎡(16.2%)減少 

４ 出火原因は、「放火(疑いを含む)」、「たばこ」、「ガステーブル等」の順(27年間変わらず) 

《救助》 

１ 救助件数は 23,721件で、前年に比べ1,625件(7.4%)増加 

２ 救助人員は 21,142人で、前年に比べ1,262人(6.3%)増加 

《危険排除等》 

危険排除等件数は6,199件で、前年に比べ 51件(0.8%)増加 

《ＰＡ連携》 

ＰＡ連携件数は 153,030件で、前年に比べ8,771件(6.1%)増加 

《消防団》 

１ 特別区内消防団の活動件数は51,164件で、前年度に比べ601件(1.2%)増加 

２ 活動人員は 400,438人で、前年度に比べ 4,826人(1.2%)の増加 

《救急》 

１ 救急出動件数は 700,981件で、前年に比べ 45,350件(6.9%)増加 

２ 救急搬送人員は617,819人で、前年に比べ36,461人(6.3%)増加 

《予防業務》 

１ 消防同意事務処理件数は 51,535件で、8,484件（19.7%）増加 

２ 立入検査実施件数は 52,213件で、前年度に比べ7,545件(12.6%)減少 

《警戒》 

消防特別警戒の実施回数は 2,598件で、前年に比べ 228件(9.6%)増加 

《防火防災管理・防災安全業務》 

１ 防火防災管理講習修了者数は46,417人で、前年に比べ 5,823人(11.1%)減少 

２ 防災センター要員講習受講者数は 12,084人で、前年度に比べ 113人(0.9%)増加 

３ 防火防災教育訓練の訓練対象別参加者数は 1,249,807人で、前年度に比べ46,644人(3.6%)減少 

《平成 2２年の災害状況》 

火 災 件 数 5,088 件 (13 .94 件 ) ↘ 危険排除等件数 6,199 件 (   16.98 件) →

火災による死者 105 人 (  0 .29 人 ) ↘ Ｐ Ａ 連 携 件 数 153,030 件 (   419.26 件) ↗

焼 損 床 面 積　 25,722 ㎡  ( 7 0 . 4 7 ㎡ ) ↘ 救 急 出 動 件 数 700,981 件 (1,920.50 件) ↗

救助出動件数 23,721 件 (64 .99 件 ) ↗ 救 急 搬 送 人 員 617,819 人 (1,692.65 人) ↗

救 助 人 員 21,142 人 (57 .92 人 ) ↗ 

※ ( )内は１日あたりの状況を示しています。また、前年に比べ５%以上増加したものは↗、減少したものは↘、

±５%未満のものは→を付記しています。
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平 成 2 2 年前 年 比

火 災 件 数 5,088件 ▲513件

建 物 3,214件 ▲279件

林 野 3件 3件

車 両 409件 ▲46件

船 舶 5件 -

航空機 - -

その他 1,455件 ▲190件

治外法権 2件 ▲1件

管外からの
延 焼 火災

- -

火災による死者 105人 ▲24人

火災による負傷者 932人 ▲93人

焼損床面積 25,722㎡ ㎡▲4,957

焼損棟数 3,805棟 ▲382棟

り災世帯数 2,719世帯 ▲433世帯

損害額（円） 5,016,737,334 ▲1,402,702,669

１ 火災の現況と最近の動向

（1）火災の状況

平成22年中の東京消防庁管内の火災状況は、
表１のとおりです。

火災件数は、前年と比べて513件減少しており、
火災による死者は24人減少し105人となっていま
す。

また、過去10年間の火災件数、焼損床面積、
火災による死者の状況は図１のとおりです。
〔関連：第18,19表〕

これらの火災に出場した消防職員、消防団員
及び消防車両等の延べ数は、表２のとおりです。

〔関連：第38,46,47,50表〕

表１ 火災の状況

注. ▲はマイナスを示します。

表２ 主な消防車両等、消防職員及び消防団員の火災出場状況

図１ 火災件数、焼損床面積、火災による死者の推移

区 分出場延べ数区 分出 場 延 べ 数

ポ ン プ 車 24,431台は し ご 車 3,022台

化 学 車 1,919台 122機

救 助 車 1,239台消 防 艇 84艇

指 揮 隊 車 5,068台消 防 職 員 162,497人

救 急 車 711台消 防 団 員 11,653人
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（2）火災による死者及び負傷者の状況

平成22年中の火災による死者及び負傷者
の状況は、表３、表４のとおりです。

また、火災による死者(自損行為を除く)
と高齢者（65歳以上）の死者の推移を示し
たものが図２となります。

火災による死者は、前年と比較して24人
減少しています。また、火災による負傷者
は、前年と比較して93人減少しています。
〔関連：第32表〕

注 ( )内は、前年との比較（増減）を表しています。

表３ 火災による死傷者数

表４ 負傷者の受傷程度別内訳

図２ 火災による死者と高齢者の死者の推移（自損行為を除く）

死 者負 傷 者

自 損 行 為 を 除く 89人(▲ 9) 916人(▲89)

自 損 行 為 16人(▲15) 16人(▲ 4)

合 計 105人(▲24) 932人(▲93)

平 成 2 2 年 前 年 比

負 傷 者 932人 ▲93人

内 訳

重 篤 41人 11人

重 症 110人 2人

中 等 症 215人 ▲24人

軽 症 566人 ▲82人
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（3）出火原因の状況

主な出火原因を表５及び図３からみる
と、最も多いのが、「放火（疑いを含
む）」となっています。

前年に比べ301件減尐していますが、
昭和52年以降34年間連続で出火原因の第
１位となっています。
また、全火災に占める割合は、30.1%と

なっています。〔関連：第33表〕
放火以外の出火原因は、「たばこ」、

「ガステーブル等」、「火遊び」、「大
型ガスこんろ」の順となっています。
「たばこ」が出火原因となった火災は、
前年と比べ2件の増加となっています。

表５ 平成22年中の出火原因の状況

図３ 平成22年中の出火原因の状況

出 火 原 因 平 成 2 2 年前 年 比
放火（疑いを含む） 1,534件 ▲301件

た ば こ 771件 2件

ガ ス テ ー ブ ル 等 450件 ▲94件

火 遊 び 115件 ▲38件

大 型 ガ ス こ ん ろ 101件 ▲8件

電 気 ス ト ー ブ 95件 ▲10件

ラ イ タ ー 74件 -件

コ ー ド 70件 24件

ロ ウ ソ ク 50件 ▲12件

表６ 過去10年間の主な出火原因の状況

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

1位 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む）

2位 たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ

3位 ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等

4位 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び

5位 たき火 たき火 たき火 たき火 電気ストーブ たき火 大型ガスこんろ 電気ストーブ 大型ガスこんろ 大型ガスこんろ

放火（疑いを含む）

1,534件
30.1%

たばこ

771件
15.2%

ガステーブル等

450件
8.8%火遊び

115件
2.3%

大型ガスこんろ

101件
2.0%

電気ストーブ

95件
1.9%

ライター

74件
1.5%

コード

70件
1.4%

ロウソク

50件
1.0%

その他

1,828件
35.9%

火災件数

5,088件
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２ 救助活動状況

過去10年間の救助件数及び救助人員の状況は、図４のとおりです。平成22年中の救助件数
は過去10年間で最多となっており、救助人員は、前年と比べて6.3％増加しています。

〔関連：第40,41表〕

図４ 救助件数及び救助人員

平成22年中の救助件数を事故種別ごとにみると、図５のとおり「建物・工作物」、「交
通」の順となっており、この２区分で救助件数の約９割を占めています。また、救助人員の
状況についてみると、図６のとおり同様に「建物・工作物」、「交通」の順となっており、
この２区分で救助人員の約９割を占めています。

況状の員人助救６図況状の数件助救５図
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180人
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176人
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危険排除

3,693件
59.6%

応急措置

224件
3.6%

警戒

146件
2.4%

その他

2,136件
34.5%

出場件数

6,199件
危険物

2,229件
60.4%

ガス

768件
20.8%

火気取扱

281件
7.6%

毒物劇物

170件
4.6%

電気

129件
3.5%

異臭等

116件
3.1%

危険排除

3,693件

３ 危険排除等の状況

危険排除等とは、危険物や毒劇物等の化学物質などが漏えい・流出した場合等に、応急的措置
(流出油処理剤等）を行い、火災の発生防止や人的被害の軽減を図ることや、自然現象による人的
危険を排除するなどの消防活動をいいます。
主な分類として危険排除、応急措置、警戒等に分けられます。平成22年の危険排除等活動につい

て図示すると図７となります。全出場件数の約６割を占める危険排除を種別でみると、図８のと
おり交通事故によりガソリン等が流出した「危険物」、「ガス」、「火気取扱」、「毒物劇物」、
「電気」、「異臭等」の順となっています。
また、これらの危険排除等を含む様々な消防活動には表７のように、消防車両等、消防ヘリコプ

ター、消防艇が出場しています。〔関連：第42表〕

図７ 活動内容別出場件数の内訳 図８ 要因別危険排除件数の内訳

表７ 車両別出場状況

４ 救護活動の状況

救護活動（ＰＡ連携活動）とは、必要に
応じてポンプ小隊等が救急現場に出場し、
救急小隊と連携して傷病者の救出、救護処
置を迅速かつ確実に行う活動のことです。

平成22年中は、救急出場の約4.6回に１回
の割合で出場したことになります。

ＰＡ連携活動の区分を見ると「救命」、
「搬送困難」、「直近地域」の順となりま
す。〔関連：第45表〕

図９ 救護活動の区分別内訳

ポンプ車 化学車 指揮隊車 ヘリコプター 消防艇 その他の車両 出場人員
7,511台 979台 4,219台 2機 38艇 3,538台 72,049人

救命

121,317件

79.3%

搬送困難

21,190件

13.8%

直近地域

3,029件

2.0%

繁華街等

2,802件

1.8%

傷害事件等

2,679件

1.8%

遅延

2,013件

1.3%

出場件数

153,030件
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平成22年 前年比
救 急 出 場 件 数 700,981件 45,350件
搬 送 人 員 617,819人 36,461人

１日の平均出場件数 1,920件 124件

５ 消防団の活動状況

東京消防庁が事務を受け持つ特別区内の消防団は、各消防署の管轄区域単位に設置され、地域の住民
が主体となって組織されています。〔関連：第49表〕

消防団は、火災、水災等に出場し消防隊と連携して活動するほか、花火大会や祭礼等の催し物におけ
る災害の未然防止のため、予防警戒業務も実施し地域に密着した活動をおこなっています。

また、消防団員としての知識・技術の向上のための教育訓練、更に災害に備えて可搬ポンプ積載車等
の機械整備を行っています。

表８ 消防団の現況

図11 消防団の活動人員

６ 救急活動状況

（1）救急出場状況
救急出場件数は、前年に比べ6.9%増加、搬送人員は
6.3%の増加となっています。〔関連：第52,55表〕

救急隊１隊の一日あたりの平均出場件数は8.3件で、
45秒に１回の割合で救急出場があり、都民17.9人に１
人の割合（管内人口あたり）で救急要請していること
となります。

表９ 救急出場等の状況

図12 救急出場件数及び搬送人員の推移

団 分団 団員（内女性団員）
58団 439団 15,131人（2,362人）

図10 消防団の活動回数
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272,038人
67.9%

予防警戒

84,923人
21.2%

機械整備

26,274人
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火災

11,653人
2.9%

水災・その他

5,550人
1.4%

活動人員

400,438人
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629,883
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653,260 655,631 

700,981 
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616,996
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643,849
626,543 623,012
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教育訓練

25,096 回
49.1%
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13,141回
25.7%
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10,393 回
20.3%

火災

1,869回
3.7%

水災・その他

665回
1.3%
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（2）搬送人員の状況
事故種別をみると「急病」が最も多く、次いで

「一般負傷」、「交通事故」となっており、これ
らの合計で事故種別全体の約９割を占めています。

搬送人員を程度別（収容医療機関の医師による
初診時程度別）で示すと表10となります。搬送人
員の約９割は、「軽症」と「中等症」で占められ
ています。
〔関連：55表〕

表10 程度別搬送人員の状況

図13 事故種別搬送人員

図14 過去10年間の程度別搬送人員の状況

平 成 2 2 年 前 年 比
死 亡 5,125人 (0.8%) 304人
重 篤 14,608人 (2.4%) 101人
重 症 37,218人 (6.0%) 2,812人
中 等 症 221,806人(35.9%) 23,698人
軽 症 339,062人(54.9%) 9,546人
合 計 617,819人 (100%) 36,461人

過去10年間の程度別搬送人員を見ると、図14のとおりとなります。軽症者は平成17年をピークに減
尐傾向となっていますが、平成22年中の中等症以上の搬送人員は過去10年間で最高値となっています。

急病

392,690人
63.6%

一般負傷
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16.3%

交通事故

63,534人
10.3%

転院搬送

38,753 人
6.3%

加害
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1.0%

運動競技事故

5,250 人
0.8%

自損行為

4,767人
0.8%

労働災害

4,202人
0.7%

その他

1,310人
0.2%
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617,819人
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339,062

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

軽症

中等症

重症

重篤

死亡

567,451

588,502
616,996 626,231

643,849
626,543 623,012

583,082 581,358

(人)

617,819
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190,551
202,342

219,778 229,528
245,441 241,835 248,797 242,827 249,566

277,132

33.6 34.4
35.6 36.7 38.1 38.6 39.9 41.6 42.9 44.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

50,000
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300,000

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

高齢者の搬送人員（人） 全搬送人員に占める割合(％)

搬送人員を年齢構成別でみると図15となり
ます。65歳以上の高齢者が全搬送人員の約45%
を占めています。
特に70歳以上の高齢者は、全搬送人員の

38.1%を占めています。
また、65歳以上の高齢者について過去10年

の搬送人員及び全搬送人員に占める割合は図
16となり、搬送人員、割合ともに増加してい
ます。
高齢化社会の進行により、今後も高齢者の

搬送人員は更に多くなることが予想されます。
〔関連：55表〕

表11 男女別搬送人員の状況

図15 年齢別搬送人員

搬 送 人 員 前 年 比

男 性 326,413人( 52.8%)

)

16,820人

女 性 291,406人(47.2% 19,641人

合 計 617,819人(100.0%) 36,461人

図16 高齢者（65歳以上）の搬送人員と搬送割合の推移(人）
(％）

（3）都民等による応急手当の実施状況
応急手当を実施した 都民等は18,245人となっています。その処置内容は、 「心臓マッサージ」

が最も多く、次いで「観察・測定等」、「止血・創傷処置」 、「体位管理」の順となります。
応急手当の実施者別でみると、「医療従事者」が最も多く、次いで「家族」、「第三者（通行人

等）」、「福祉関係者」、「集客施設等関係者」の順となります。 〔関連：第57表〕

図17 都民等の応急手当実施状況（処置別） 図18 都民等の応急手当実施状況（実施者別）

0-2歳
21,419人

3.5%

3-5歳
14,929人

2.4%

6-14歳
65,157人

10.5%

15-19歳
9,886人

1.6%

20-29歳
62,747人

10.2%

30-39歳
56,355人

9.1%

40-49歳
54,005人

8.7%
50-59歳

16,152人
2.6%

60-64歳
40,037人

6.5%

65-69歳
42,050人

6.8%

70歳以上

235,082人
38.1% 搬送人員

617,819人

心臓マッサージ

3,256件
16.5%

観察・測定等

2,862件
14.5%

止血・創傷処置

2,621件
13.2%

体位管理

1,820件
9.2%

保温・冷却

1,559件
7.9%

医師による医療処置

1,174件
5.9%

人工呼吸

896件
4.5%

移動

878件
4.4%

ＡＥＤ装着

749件
3.8%

在宅療法処置

657件
3.3%

異物除去

504件
2.5%

固定処置

399件
2.0%

気道確保

360件
1.8%

除細動

216件
1.1%

その他

1,835
9.3%

都民が実施した

処置の合計

19,786件

医療従事者

4,126人
22.6%

家族

3,914人
21.5%

第三者（通行人等）

3,609人
19.8%

福祉関係者

2,034人
11.1%

集客施設等関係者

1,534人
8.4%

職場・学校関係者

1,128人
6.2%

友人・近隣者

737人
4.0%

消防職員・消防団員

339人
1.9%

警察官

168人
0.9%

その他公的機関

155人
0.8%

その他

501人
2.7%

応急手当

実施者合計

18,245人



12

救急相談センター受付件数中の「救急相
談」の相談内容の内訳は図19のとおりとな
ります。

救急相談結果の内訳は表12のとおりとな
ります。（複数の結果がある事案について
はそれぞれに計上していることから、救急
相談結果の合計は、救急相談受付件数に一
致しません。）

平成22年中は平成21年中に比べて、全て
の項目において増加しています。そのうち
「医療機関案内」は8,343件（37.1％）、
「口頭指導」は3,245件（24.5％）、「救急
要請」は1,894件（30.3％）とそれぞれ前年
に比べて大幅に増加しています。

（4）東京消防庁救急相談センターの受付状況

東京消防庁では、真に救急車を必要とする都民の方々に対して、適切かつ効果的に救急隊が対応で
きる体制を構築するため、平成19年6月1日に東京消防庁救急相談センターの運用を開始しました。

東京消防庁救急相談センター受付状況を対応別に示すと表12となります｡〔関連：第62表〕

表12 過去4年間の東京消防庁救急相談センター受付状況

計
医療機関
案内

救急相談
相談前救急要

請 注１

かけ直し
依頼 注２

その他

平成19年※ 155,885 139,685 14,422 287 1,485 6

平成20年 279,084 238,531 34,208 1,085 5,234 26

平成21年 313,908 251,599 52,940 1,262 8,093 14

平成22年 292,459 219,459 66,749 2,133 4,527 14

注１ 「相談前救急要請」とは、利用者の要請や聴取内容等に応じて、救急相談を担当する看護師に電話を接続する前に
救急要請に至った件数を表します。

注２ 「かけ直し依頼」とは、救急相談を担当する看護師が相談対応中のため、新たな相談に対応することができないこ
とから、利用者に対してかけ直すように依頼した件数を表します。

※ 平成19年6月1日（金）9時00分の運用開始から集計したものです。

図19 平成22年中救急相談の内訳（件数）

その他
注3

救急要請
医療機関
案内

かかりつけ
案内

口頭指導 他機関案内
看護師への
医師助言

注2

医師直接
対応

監督員対応
相談者によ
る途中切断

等

215 56 211 2,138

4,443 16,849 6,687 7,151 529 17,599

1,849 7,011 2,657 1,645 419 4,428

244 67 344 5,483

2,516

8,145 35,703 15,801 16,492 717 24,610 416 123 393 3,579

6,251 27,360 14,153 13,247 556 24,522 229 78 342

年次

平成19年　注1

平 成 20 年

平 成 21 年

平 成 22 年

注1．平成19年6月1日（金）9時00分の運用開始から集計したものです。
注2．看護師が救急相談にあたり、医師から助言を得たものです。
注3．「その他」とは、セカンドオピニオン、健康相談等救急相談の対象外の内容について相談があったものです。

表13 救急相談センターの救急相談結果

発熱（小児）

7,039件
10.5%

頭部外傷(小児）
3,721件
5.6%

腹痛

3,324件
5.0%嘔吐・吐き気（小児）

2,944件
4.4%

頭痛

2,846件
4.3%

めまい・ふらつき

2,555件
3.8%

嘔吐・吐き気

2,152件
3.2%発熱

2,098件
3.1% 異物誤飲

1,772件
2.7%

しびれ

1,456件
2.2%

その他

36,842件
55.2%

平成22年中

救急相談

66,749件
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７ 消防同意事務処理状況

建築物の火災を予防し、火災から人命や財産を
守るためには、建築物の計画段階から消防機関が、
防火に関する規定に基づいて審査を行い、必要に
より指導を行うことが重要となります。

このため、「消防法」及び「建築基準法」では、
建築主事又は指定確認検査機関が建築確認を行う
場合、防火地域、準防火地域以外の区域に建築さ
れる一部の住宅等を除き、あらかじめ消防長又は
消防署長の同意を得なければならないことになっ
ています。

消防同意の工事種別は、表14のとおりとなって
おり、平成22年中の同意件数は「新築」で7,628
件(18.7%)、「増築」で684件(46.0%)とそれぞれ
増加しています。〔関連：第63表〕

なお、過去10年間の消防同意事務処理状況は、
図20のとおりです。

表14 平成22年中の消防同意件数

８ 危険物製造所等の事務処理状況

東京消防庁では、稲城市を除く東京都全域（島しょ
地域を含む）について消防法で規定される危険物規制
事務を実施しています。

危険物製造所等の事務処理状況の推移は、図21のと
おりです。

平成22年度は、前年度と比べて866件の減少となっ
ています。平成22年度の事務処理の内訳は、表15とな
ります。 〔関連:第64表〕

表15 危険物製造所等の事務処理件数

図20 消防同意事務処理状況の推移

図21 危険物製造所等の事務処理状況の推移

区 分 事 務 処 理 件 数前 年 度 比

設 置 247件 ▲78件
許 可

変 更 651件 ▲190件

設 置 174件 ▲97件
完 成 検 査

変 更 600件 ▲199件

仮 使 用 承 認 454件 ▲120件

譲 渡 引 渡 届 120件 ▲19件

品 名 、 数 量 の 倍 数 変 更 届 167件 16件

廃 止 届 620件 10件

資 料 提 出 1,312件 ▲189件

合 計 4,345件 ▲866件

（件）

工 事 種 別建 築 同 意 件 数前 年 度 比

新 築 48,518件 7,628件

増 築 2,248件 684件

改 築 29件 ▲2件

移 転 21件 13件

修 繕 6件 2件

模様替 20件 7件

用途変更 575件 141件

そ の 他 118件 11件

合 計 51,535件 3,017件

49,075 49,187 52,167 52,434 52,286 53,103
45,471 45,511 43,051

51,535

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

(件）

5,506 5,713

6,995

5,729
4,943

5,532 5,617 5,551 5,211
4,345

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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特Ａ区分立入検査

354件
1%

Ａ区分立入検査

7,473件
14%

Ｂ区分立入検査

36,527件
70%

Ｃ区分立入検査

7,859件
15%

立入検査

実施件数

52,213件

９ 防火査察実施状況

防火査察とは、消防対象物又は危険物製造所
等に立ち入り、その位置、構造、設備及び管理
の状況並びに危険物の貯蔵、取扱い状況につい
て検査及び質問を行い、火災予防上の欠陥事項
について関係者に指摘して是正を促し、是正さ
れない場合は行政措置の行使（警告、命令、公
表等）により、出火危険や人命危険の排除をは
かるものです。

平成22年度中の立入検査実施件数は図22のと
おりです。

〔関連：第65表〕

図22 平成22年度中の立入検査実施状況

10 防火防災管理・防災センター要員講習実施状況

消防法令で定める防火対象物の管理権限を有する者は、資格を有する者の中から防火管理者を選任して、
防火管理上必要な業務を行わなければなりません。

また、「火災予防条例」で定める防災センターには、「自衛消防技術認定証」を有し、かつ「防災セン
ター要員講習（防災センター技術講習及び防災センター実務講習）」を修了した者を置かなければなりま
せん。

過去10年間における防火管理講習の修了者数及び防災センター要員講習受講者数の推移は、図23のとお
りです。平成22年の防火防災管理講習の修了者数は、47,474人で前年と比べると9.1%減少しましたが、最
近10年間では増加傾向となっています。

また、防災センター要員講習受講者数は、前年度と比べて0.9%増加しています。〔関連：第70,71表〕

図23 防火防災管理講習修了証交付者数及び防災センター要員講習受講者数の推移

注．防災センター要員講習受講者数は各年度の数値となっています。

（人）

28,929
30,895 31,639

33,625 35,557
36,903
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11 防火防災教育訓練実施状況

日常生活における火災等の災害防止と地震時における都民の防災行動力の向上を図るため、自主防災組
織や、各町会・自治会などを中心に防災訓練車や起震車等を活用して出火防止、初期消火、救出・救助、
応急救護訓練等を行っています。平成22年度中の防災訓練実施状況は、図24、25のとおりです。訓練対象
別にみると「町会・自治会」が最も多く、全体の半数以上を占めています。

また、訓練種目では「初期消火訓練」が最も多く、「避難訓練」、「応急救護訓練」と続いています。
〔関連：第74表〕

注 一回の訓練で複数の種目を実施する場合は、それぞ
れの種目に計上しています。

況状施実別目種練訓52図況状施実別象対練訓42図

初期消火訓練

529,376人
20.1%

避難訓練

453,869人
17.3%

応急救護訓練

431,001人
16.4%

身体防護訓練

340,749人
13.0%

出火防止訓練

310,293人
11.8%

通報連絡訓練

192,826人
7.3%

救出・救助訓練

76,938人
2.9%

その他の

訓練等

295,417人
11.2%

参加延べ人員

2,630,469人町会・自治会

670,918人
51.8%

防災市民組織

46,587人
3.6%

女性防火組織

6,542人
0.5%

その他の団体

572,404人
44.2%

参加人員

1,296,451人




